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要約
第2次大戦後、日本の自動車産業は、日本経済の高度成長を象徴する形で大きく発展した。
その年間生産台数は1960年ではまだ16万5千台と少なかったが、 70年には318万台とヨー
ロッパ諸国の水準を抜き、 80年には704万台と米国を抜き、いまや世界の最先端を誇るよう
になった。
財政、税制そして道路政策が上記の驚くべき発展を支えたのである。
しかしこうして日本経済を代表する形で自動車産業がめざましい発展を遂げ普及するほ
ど、マイナス面も大都市中心に拡大されてきた。大気汚染、騒音や振動、事故、駐車の邪魔、
交通渋滞と燃料の浪費等である。とりわけその普及により公共交通手段が衰退し、人々はま
すますマイカーに依存せざるをえなくなったし、運転のできぬ老人、身体障害者にはいっそ
う大きな困難をもたらしている。
自動車の走行規制と、鉄道・パス・路面電車等の回復をあらためて考える時となっている。
1 .心配な大気汚染
いま東京でも日本全体をとっても、締がんが実
に着実な足どりで、毎年ひろがり、それによる死
者がふえている。一つの記事によれば、「肺がんは
昨年、胃がんを抜いて男性のがんによる死亡者数
の一位に躍り出た。女性でも肺がんは増えており、
将来はトップという予測もある。腕がんの中でも
肺の奥にできる「肺野型(はいやがた)Jは特に注
意が必要だ。喫煙と関係がなく、早期では自覚症
状のない場合が多い一一Jcr日本経済新聞J1994 
年1月5日)
昔から煙車と腕がんの関係が深いことはよくい
われるが、それは気管と肺の入口の管にできる癌
一一いわゆる肺門型の癌に深く影響するようであ
る。それにたいし肺の深部にできる肺野型は、大
気汚染に深い関係があるといわねばならない。
いま大気汚染の形が、特に都市部では1970年代
前半を転機として、大きく変化してきた。それ以
前は産業(いわゆる工場の煙〉を中心とする亜硫
酸ガスSOxが汚染の主であり、急性のぜん息患者
をふやした。しかし1970年代後半からこのような
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事態は改善され、代りに自動車を主因とする窒素
酸化物NOxや浮遊粒子状物質SPM、オキシダント
Oxの状況が悪化してきた。
後に述べるように日本経済における自動車生産
がこの頃から本格化し、その保有台数(四輪車〉
も全国で1972(昭和47)年に2千万台を、同76(昭
和51)年に3千万台をこえている。また東京都内
をみれば、ほぼ同じ時期にそれぞれ2百万台、そ
して3百万台をこえている。
こうして最近、前記自動車を主因とする上記大
気汚染は、東京の区部では、ごく一部の測定局を
除き、ほとんどすべての地域で環境基準をこえて
いる。環境基準とは、その地域に住む人々の健康
を守る最低限必要な水準(濃度〉の意味である。
それをこえるとは、それだけ健康が蝕まれる一一
目に直接見にくい緩慢な傷害、そして殺人が何百
万人、何千万人の規模で長期間にわたり進むこと
を意味する。
特に窒素酸化物の環境基準は、長らく r1時間
値の 1日平均値が0.02ppm以下」とされていたの
に、「閉じく 0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン
内またはそれ以下」とゆるめられてしまった。そ
して当時はそれをゆるめる代りに、このゆるめら
れた基準内を政府は確実に守るとした。しかし事
実は、そのゆるめられた基準値さえ東京の区部あ
るいは大都市の中心部は守られていない。
大型トラックから特に多量に排出されるごく微
細な浮遊粒子状物質も、肺の深部に入りそれを犯
すとされる。窒素酸化物の状況は、東京も多摩郊
外へ出れば改善されるが、他方浮遊粒子状物質や
特に光化学反応によるオキシダントは、意外にそ
この状況が悪い。
そして実際は、こうした各種有害物質が複合し、
あるいは土境汚染や動植物の生態系を迂回しなが
ら長期間をかけて人体を蝕んでくるのである。ア
スベストによる癌の発生は、正確に追跡でき、原
因から20年ときに40年の期間をもっという(ニュ
ーヨーク市のマウント・サイナイ病院での研究〉。
自動車排出ガスと肺がんとの関係も類似のものが
あろう。
そうとすれば、この緩慢な殺人行為は、特定殺
人事件のようにその日の新聞紙面は飾り難いが、
上記自動車が本格的に普及しマイカ一時代に入っ
た1970年代から20年後初年後、つまりこれから21
世紀にむけ、明白な肺がん患者の増大といった結
果をもたらしそうである。そしてここで注目した
いことは、第2次世界大戦以後、特に1955(昭和
30)年あたりから日本の自動車産業はめざましい
表 1 世界主要国の年間自動車生産台数
(単位:千台〉
日 本 米 国 カナダ 英 国 西 独 フランス イタリア 旧ソ速 韓 国
1960 481 7.905 397 1. 810 2.055 1. 349 644 523 
1965 1. 875 11. 138 847 2.178 2. 976 1. 616 1.175 616 2 
1970 5.289 8.283 1. 193 2.098 3.842 2.504 1. 854 922 29 
1975 6.941 8.987 1. 449 1. 648 3.186 2.859 1.459 1. 964 37 
1980 11. 043 8.010 1. 374 1. 313 3.879 3.378 1. 610 2. 195 123 
1985 12.271 11. 649 1. 934 1. 314 4.446 3.016 1.573 2. 130 378 
1990 13.487 9.780 1. 923 1. 566 4. 917 3.169 2.121 1. 632 1. 322 
注:(1)四輪車の乗用車と商用車の合計台数
(2)日産自動車編『自動車産業ハンドブック 1992/931 (紀伊国屋書庖)より
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離陸そして上昇を始め、 1970年頃にヨーロッパ水
準を一気に駆けぬけ、同80年頃に世界の自動車王
国米国をも、少くも四輪車生産台数(もちろん詳
しくは自家用車、商業用車とか、乗用車、トラッ
クとか内容に立入らねば厳密な比較はできないだ
ろうが〉において追い抜いてしまったことである。
それは表1に示すようである。
なぜこのように、日本の自動車産業が世界に全
く比をみない急激な発展をみたのであろうか。表
面は自動車工場における機械設備や生産方式(カ
ンバン方式とかジャスト・イン・タイム方式等〉
や濃密な労働が注目されようし、関税による国内
産業の保護、金融における重点融資、税制におけ
る減価償却の特例等々各種優遇措置の視点も重要
だろう。しかしここでは、その発展開始前後(そ
して今Bまで続く)からの方向をきめた都市交通
政策を、法制ないし財政面から見てみよう。
2.都市交通政策の展開
第2次大戦前における日本の都市交通の主力
は、都市間における鉄道、都市内における市内電
車であった。すなわち蒸気機関車、電気機関車、
電車といった、石炭と水力発電を主エネルギー源
とする交通機関である。それが戦後それまでの水
主火従(水力発電を主とし、石油による火力発電
を従とする)から、昭和20年代の末辺から火主水
従へとエネルギ一政策が大転換した。石炭から石
油の時代に入り、上記の頃から四日市コンビナー
トを始め、石油精製の大基地が三大都市周辺の湾
岸に建設された。そして石油で走る自動車、そし
て自動車を走らせるための道路に政策の重点が置
かれ始めた。
日本の新進路政策が表面的に始まったのは、
1956 (昭和31)年の世界銀行ワトキンス調査団報
告あたりからであろう。そこでは「近代工業国と
してこれほど道路の整備を無視した国はない--
f道路予定地』はあっても道路はない一一」と指摘
された。日本の財界や関係官庁が同調査団の名を
借りて云ったとの説もある。それ以前、昭和27年
の道路法施行、同29年の第1次道路整備五箇年計
画発足とか30年の地方道路税法といった前史はあ
るが、この報告辺からの道路政策(つまり自動車
そしてそれに却した都市交通政策)の展開はすさ
まじい。その初期つまり今日の道路、自動車政策
への軌道にのせるまでの軌跡を、主項目別でたど
ると、表2のようになる。
政策の展開を公的にたどれるのはそれぞれの年
度における法律の交布、施行である。昭和30年代
前半には、表2の「関連法律」の項に示したよう
な法律が交布されている。それら法律の基本哲学
ないしその目指すところは、皆それぞれの法律第
表2 主要自動車関連事項(昭和30年代)
酋選(昭籍〉 関連法律 自動車(千生台産)台数 道管高額 事問与者
1955(30) 地方道路税法 623 
1956(31) 
害襲撃富雄喜執ソン報告) III 745 102 
1957(32) 高速自動車国道法・駐車場法 182 1. 108 125 
1958(33) 
重富霊語審請雲書室 188 1. 381 185 
1959(34) 首都高速道路公団法 262 1. 759 231 
1960(35) 道路交通法 481 2. 113 289 
1965(40) (名神高速道路完成) 1. 876 6.991 426 
1966(41) 交通安全施設等緊急措置法 2. 286 8.686 518 
1970(45) 
喜重霊童話寝室若草備 5. 289 15. 979 981 
注)出典:表1および日産自動車「自動車工業ノ、ンドブックJ1979年版などより
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1条目的の項に明示されている。
昭和31年から同32年の法律にそのポイントを見
ると一一
「臼本道路公団は一一道路の整備を促進し、円滑
な交通に寄与することを目的とするJi(高速自動
車国道法)は一一自動車交通の発達に寄与するこ
とを目的とするJi(駐車場法)J一ーは道路交通の
円滑化を図り一一」等々とある。つまりこれらの
法律をつくることにより、より多くの自動車が、
より速くスイスイ(円滑)と走れるよう道路を沢
山っくり駐車場を整備しようというのである。
これらの法律をもっと要約し、必要な財源の確
保体制を完成させたのが続く昭和3年の「道路整
備緊急措置法」である。その第1条は、以下のよ
うにきわめて率直に訴える。
「この法律は、道路を緊急に整備することによ
り、自動車交通の安全の保持とその能率の推進と
を図り、もって経済基盤の強化に寄与することを
目的とする。」というのであった。これは条文とし
ては僅か5条しかないものであるが、これにより
揮発油税と石油ガス税の収入(に相当する)額が
全額道路財源に充てられることとなった。またこ
れに準ずる形で、地方道路税や軽油引取税が地方
財政における道路財源にあてられることとなっ
Tこ。
戦争で貧しく後進国となった日本は、戦中の「欲
しがりません勝つまでは」の代りに戦後は「欲し
がりません経済大国になるまでは」と、ともかく
歯をくいしばって生活水準も賃金も低く我慢して
自動車が衝突の心配もなく円滑に(スイスイと速
く〉沢山走れるよう、そしてその自動車を1台で
も多く生産して、ヨーロッパさらには王者米国も
追い抜こうというのであった。
こうして道路財源となる上記の税収入額は、道
路建設と自動車保有走行台数の増加とともに逐年
増加してきた。 1994年現在揮発油税の額はガソリ
ン1キロリットルにつき48.600円、同じく地方道
路税は5.200円である。すなわちガソリンスタンド
で給油すれば、 1リットルにつき上記両税で53.8
円を道路建設・整備のため支払ったことになる。
いまガソリンの小売価格は一般にほぼ110円前後
であろうから、その半額が自動的に道路建設(改
築、維持、修繕も一部ふくむ〉にむけられるわけ
である。
1994年の後半における筆者の実体験では、中国
上海郊外のガソリンスタンド(加治結)では lリッ
トル2.29元、米国ニューヨーク市内と市外ニュー
ジャージー州内では、 1ガロン1.05ドルないし
1. 20ドルであった。中国の1元が邦貨約12円、米
国の 1ガロンが約3.8リットルとすれば、日本の市
内ガソリン価格は両国のそれより 3倍から 4倍近
く高価なことになる。その大きな理由は、日本の
それに道路関連税が大きくふくまれているからで
ある。
なお府県税としての軽油(ディーゼル)引取税
は1キロリットルにつき32.100円である。こうし
て道路関連税は、さらに自動車重量税や同取得税
を合わせ、国と地方で最近は毎年4.5兆円をこすに
至っている。こうして道路投資合計額は、表2に
続き、昭和42年に 1兆円、岡崎年に2兆円をこえ、
ついに平成5年度予算では13.5兆円をこえるに
至っている。今でもまだ道路整備は緊急に必要と
され、昭和50年代に入って、先の緊急措置法の第 1
条は、後ろの方で「生活環境の改善に資し」の句
が補正されたが、昭和3年当時の経済成長を少し
でも高く進めるためという趣旨はそのまま現在も
ますます生かされている。
このおかげで昭和34年から、その自動車生産台
数は26.2万台から35年に48.1万台、 36年に81.4万
台と実に倍々ゲームが演じられるようになった。
地域により自動車の氾濫渋滞も始まり、それが安
全かっ円滑に走れるよう交通整理が必要となって
きた。
そこで交布されたのが1960年の「道路交通法(道
交法)Jである。その第1条目的において、「この
法律は、道路における危険を紡止し、その他交通
の安全と円滑を図り一ーを目的とする。」とされ
る。つまり自動車が衝突するような危険を防止し、
円滑にスイスイと安心して走れるようにが第 1目
的とされた。従って人聞は自動車走行の邪魔にな
らぬよう、「歩行者は一一横断歩道によって道路を
横断しなければならない。一一斜めに道路を横断
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してはならない。一一」とされた。
しかし自動車生産台数のいわゆる幾何級数的倍
々ゲームは続き、道路(特に市民生活に身近かな
生活道路)の整備ははるかに立後れ、それまで市
民のためにあった歩道に自動車が侵入して車道と
化し、市民特に子供や老人は危険にさらされ交通
事故が頻発したきた。表2に示すように、交通事
故による負傷者数が、昭和35年の28万9千から 5
年後の40年には42万6千とほぼ倍増して、大きな
社会問題となってきた。死者数も 1万2千人をこ
えてきた(ただ死者統計は、多くの国が事故発生
後初日以内の死者をとるのにたいし、日本ではそ
れを24時間以内としているので、国際比較をする
際は、それを30%ほど増加せねばならなL、〉。
こうしてとられた政策一一公布された法律が、
昭和41年に公布・施行された正式名称としては
「交通安全施設等整備事業に関する緊急措置法Jで
ある。ここで第1条(この法律の目的)は、「交通
事故が多発している道路その他緊急に交通の安全
を確保する必要がある道路について一一これらの
道路における交通環境の改善を行い、もって交通
事故の防止を図り、あわせて交通の円滑化に資す
ることを目的とする。」そして第10条において、「こ
の事業への予算、特に地方財政にたいし十分の補
助金を講ずる」とされた。
さてこの法律の目的に、またしても「交通の円
滑化に資する」が登場してくる。本法の施行で、
結果として大きく推進された事業は、その第2条
2項イに掲げられた「横断歩道橋」の大規模建設
である。東京都を例にとれば、建設行政の重点に
この横断歩道橋があげられ、それから主要道路に
この建設が大きなテンポで進められ、昭和40年代
中に主な建設は上記を中心に道路標識(特に自動
車の走行を歩行者が邪魔しないようにする)や同
じく斜めに横断させたり子供が飛出さないように
する「さく」あるいは「街燈」の整備が懸命に進
められた。全国的にも固から多額の補助金を得つ
つ、各地方公共団体は上記の交通安全のための事
業をこの昭和40年代(つまり1967年から同75年あ
たりにかけ)に推進すべく大きく努力が払われた。
そのため昭和40年代に入り、その前半にはまだ急
増した交通事故死者数も同45年の1万6，765人(負
傷者は98万1.096人〉をピークに、犠牲者はその後
漸減し、死者数は昭和50年代に入って 1万人以下
になり始め、負傷者数もやっと60万人を割る形と
なった。しかしこうした事態の改善は、歩行者を
横断歩道橋(~、ま東京都内でその数700近L 、)を30
余段昇降させるという不便のもとであり、「自動車
交通を円滑に」という目的はそこにいよいよ強く
貫かれている。昔は武士が乗る馬が走れば、「そこ
のけ、そこのけお馬が通るjと町人は飛び去って
平伏したが、現代は「自動車様のお通り」で、市
民は高い橋の上へ準じ登らさせられるのである。
欧米先進国の都市ではこの横断歩道橋に当るも
のは、どうも見あたらない。ニューヨーク市でマ
ンハッタン南に新しく建設されたバッテリ・パー
ク・シティの東側建物2階から西側建物2階へわ
たる時、ウエストサイド・ハイウェイを横断歩道
橋的にわたる例はある。しかし日本の意義と違う
だろう。パリでは、自動車の渦まくエトワール広
場で、その中心にある凱旋門にわたる時、絶対に
横断歩道橋はない。地下道を通って行く。市民の
美意識が、そうした地上の突起物の存在を許さな
いのであろう。ストックホルムの中央駅はプラッ
トフォームや主構内が2階にあり、地上に出る時
一部道路をまたぎ、結果として横断歩道橋となっ
ている例があるが、その建設の趣旨はやはり日本
と大きく異なる。
人力車、自転車を前提につくられた発展途上国
に、今自動車が急増し狭い道にひしめき始めてい
る。上海の一番賑やかな南京路の東と西に大きな
横断歩道橋がある。同じく北京の繁華街「西端J
入口にも立派なそれがつくられている。台湾の台
北市は自動車の間をオートパイ(機車)の大群が
すりぬけるが、数多くの横断歩道橋が屋根っきで
立派につくられている。
兎小屋から早朝飛び出し、 1平方メートル7人
以上にも詰めこまれる満員電車に長時間ゆられ、
駅へ着くと横断歩道橋に飛び上り、飛び下りて職
場に着く日本的会社人間一一こうした都市交通の
後進性(野蛮さ)の上に、輝く日本経済とその自動
車産業の世界最先進の発展ができたようである。
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3. ひろがるマイナス要因
貧しく弱い後進性から、先進国に追いつき追い
ぬいてしまった日本の自動車産業ーーしかしそれ
は栄光に輝くとともに、いま発展しすぎてマイナ
ス要因が色々都市の市民生活を脅かし始めてい
る。
すでに冒頭でのべたように、大気汚染の人体そ
して生態系への悪影響、地球温暖化への心配が大
きくなっている。とりかえしのつかない交通事故
が人々の生命を奪ったり傷つけたりしている。
純経済面からみて、明らかな損失は交通渋滞で
ある。せっかく昭和34年から始まった首都高速道
路も、料金の値上げのみをする首都低速道路公団
と皮肉られる始末である。大阪も主要道路を一方
通行としたが、昼間の渋滞はひどい。一定の貨物
量を時速50キロでトラック輸送できたものが、渋
滞で25キロとその速度が半減すれば、輸送量を同
じに保つためには、トラックの台数を2傍とせね
ばならない。こうして走行する自動車台数がふえ
れば、走行速度はまたさらに23キロ、 20キロと低
下し、必要自動車台数はさらにふえる。しかも燃
料消費量は低速度ほど全体としてふえるし、ムダ
が多くなる。アイドリング時ほど、排出ガスの濃
度や黒煙は多くなり、大気汚染を悪化させる傾向
を持つ。
騒音・振動も主要道路ほど悪くなる。例えば川
崎の工場街を走る産業道路は上を横羽高速道路が
走り、大量の大型トラックの走行で騒音と大気汚
染がひどく、多くの犠牲者が出ている。騒音につ
いては、住居地域、工場地域等に応じ、また朝昼
夜といった時間帯により規制基準が設けられてい
る。さらにそれを大きくこえ「道路の周辺の生活
環境が著しくそこなわれると認めるときは、(都道
府県知事はその)公安委員会に対し、道路交通法
の規定による措置をとるべきことを要請するもの
とする。J(騒音規制法第17条第1項)となってい
る。この人間として耐えうる「許容限度」をこえ
た「要請基準値」をも実際にこえるケースが沢山
ふえているo しかし実際の有効な措置(走行制限
とか速度制限等)がとられた例をきかない。やは
り自動車の「自由で円滑な走行」がすべてに優先
となっている。
マイカーを1人で運転すれば、普通乗用車のサ
イズは幅1.6メートル、長さ4メートル余であるか
ら、都市の限られたスペースで1人が7平方メー
トル余を占領することになる。走行となれば前後
に車間距離をとらねばならないから、 40とか50平
方メートルの道路を占拠することになる。日本の
一車当り道路延長は、 1980年の29.4メートルから
20.1メートルとなっている。
駐車場法が早く昭和32年に公布されているが、
1989 (平成元〉年でその駐車容量は158万8千台で
ある。つまり保有されている自動車(同年で全国
5， 528万台)の 1万台当りの駐車容量は287.3台と
なる。そしてそこに駐車しきれないため路上の不
法駐車はふえ、四車線の道路も両側に駐車されれ
ば実用二車線となり、交通渋滞や事故がまたそれ
だけふえる。都心部に「駐車場整備計画Jがうま
く進むほどそこにより多くの自動車が集まり、交
通渋滞、大気汚染、交通事故は悪化する。足の弱
い高齢者、身体障害者、幼児はますます賑かな町
には行けなくなる。また郊外に駐車場がふえれば、
それだけ豊かな自然が失われることになる。
こうしたマイカーやトラックの氾濫で一番打撃
を受けるのは公共輸送機関、特に乗合パスや鉄道、
市内電車である。特にパスは、交通渋滞による定
時運行の困難(バス停で待っても、何時になれば
次のパスが来るか分らないし、やっと来てもノロ
ノロ運転)等で乗客離れが進んできた。乗合パス
の全国輸送人員は、昭和45年における100.7億人を
ピークに漸減し、平成2年つまり20年後には65.0
億人となっている。 5年ごとに10億人づっ減って
きた形である。こうして料金収入は減り、赤字路
線区はふえ、サービスの向上もむずかしくなる。
とりわけ過疎地帯をふくむ地方では、鉄道やパス
をふくめ赤字路線の廃止が進み、それだけマイカ
ーへの依存がふえるとともに、自動車を利用でき
ぬ高齢者や身体障害者、幼児等は地域に孤立する
ことになる。
個人にとっては大変便利であり、日本経済に
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とっても自動車はその牽引力をなし、輝かしい発
展をみてきた。しかしそれが発展し、「円滑に」走
らせようとするほど、混雑・混乱と不便が地域全
体にひろがっている。
4.新しい方向
自動車は便利なものであり、それを円滑により
沢山の台数を走らせることが市民に幸福をもたら
し、日本経済も発展することができる一一こう政
策を考えて、昭和30年代前半に表2で示したよう
な法律がつくられ、自動車と道路をめぐる財政制
度ができた。そしてその基本方向は自動車が氾濫
した今日もそのまま続けられている。先にあげた
「道路整備緊急措置法」も、昭和50年代に入り、「も
って経済基盤の強化に寄与」の句が、「道路交通の
一一円滑化を図るとともに、生活環境の改善に資
し、もって一一国民生活の向上に寄与することを
目的とする。」と変えられた。
しかし、自動車が円滑に速く走ろうとするほど、
渋滞混乱が起り、生活環境が破壊されるように
なってきた。しかし内容においては、昭和3年当時
のまま、道路を緊急に整備せよ、そのための財源
措置を十分講じ一一の政策は、今も堅持して続け
られている。
このあたりで、日本における都市の交通政策を
考え直す段階である。もちろん今すぐ自動車を全
廃することは不可能である。それどころか、足の
弱い高齢者に町の空気を楽しませるため、また病
人を医院へはこぶための自動車は、ますます利用
せねばならない。犯人を追うパトカーや現場へ急
行する消防自動車といった緊急自動車は、ますま
す円滑に走らせなくてはならない。ゴミ集めや道
路修理の作業車も活躍してもらわねばなるまい。
要は自動車をその種類別地域別に、どのように「飼
いならしJr育てるか」である。
その新しい基本方向は、マイカーの私的利用は、
特に都市中心の混雑地では、できるだけ規制し、
代りに公共輸送機関としての地上での路面電車や
パス等を優先させ、また地下鉄網を充実させるこ
とである。例えば繁華街で車道が四車線あるとこ
ろでは、両側の一車線づつを潰してその分歩道を
ひろげ、その広くなったところへ歩行者が楽しめ
る施設(花壇や休憩用椅子)を用意したり、バス
停を幅広く立派にっくり(四本柱で天井を広くと
り、そこにパスの案内やパスロケーション・シス
テムをつくる)、また歩道がひろがれば、地下鉄の
出入口も広くとることができ、エスカレーターや
小型エレベーターの設置が容易になる。
そして二車線になった車道は少くとも昼間(両
側商店街の営業時間中)は、一般自動車は通行規
制ないし禁止とし、路面電車なり乗合パスとタク
シー(その他先にあげたその地元の身体障害者、
高齢者、病人用自動車で緊急車、作業車)のみ通
行可とする。路面電車なりパスは、優先的に高速
・定時運行ができるはずである。商店街への商品
搬入のトラックは、早朝なり夜間とする。
歩道を両側の車道一車線を潰し、そこへ拡幅し
とのべたが、車道半車線を演すに止め、残り半車
線を自転車専用道とすれば、現在の危険性がなく
なるので便利で健康的な自転車利用は大きく高ま
ろう。
バス停留場や作業車用として、歩道の一部を
削っておけば、後続車両の通過は容易となり、パ
スも各駅停車と急行の二種類を同じ道路上に走ら
せることもできょう。
路面電車やパスに優先権を与える代りに、その
サービスの向上も求める。路面電車やパス利用の
主体を、若い健康者中心から、身体障害者あるい
は高齢の人を中心にそのサービスのあり方を求め
る。すでにそうした人々のための優先席は多く用
意されている。しかし車椅子利用者への用意はま
だ大きく後れている。そうした人々の利用できる
リフトを設け、さらに車内に車椅子のための席を
用意せねばなるまい。
目の悪い人(一般乗客はもちろん)のための車
内での駅名アナウンスは相当普及している。さら
に耳のよく聞えない人のための駅名の電光掲示
は、一般乗客にも便利である。
電車やパス運転手に、視力・聴覚に支障ある人
の乗降や盲導犬をし、かに扱うかの訓練も重要であ
る。
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日本もいよいよ高齢化社会に入る。そうした人
々のための施設不足や医療費(老人保健医療費)
の増加が憂えられている。特に寝たきり老人、痴
ほう性老人への対策費が巨額になると憂えられて
いる。
これにたいする最良の策は、そうした老人の出
現を事前に減らし、一人暮しの老人にも活力を与
えることである。そのためには、それらの人々が
一人家に閉じこもらずに広く社会に出、多くの人
々とコミュニケーションの機会をもつことであ
る。その最良の策は都市公共交通機関一一路面電
車やパス、地下鉄一ーの料金が安くなり、できれ
ば無料となることである。
ひたすら生産性向上と道路づくりを中心にしく
まれてきた財政や税制を、住みやすい都市づくり
と、市民(特に弱者)の利用しやすい公共輸送機
関育成にむけることである。 4兆円を大きくこえ
る道路財源を関連した電車やパスの改良や料金補
助に少しむけても、大きな成果は得られよう o
新しい工夫と基本哲学の転換が、今日の日本の
都市交通にさし迫って求められているo
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As th巴Symbolof th巴Japaneseeconomy， itsautomobile industry has made a remarkable 
development since the mid 1950s. The annual number of automobiles produc巴din 1960 was only 
165 thousands， but in 1970 it reached 3.2 million to surpass the European countries level， and 
in 1980 it reached 7，0 million to excel the US level. In 1990 it produc巴dmore than 13.4 
million automobiles. 
At present this industry directly or indir巴ctlyemploys mor巴than6 million workers -about 
one tenth of Japan's whole labor power， and exports about half of its automotive products to 
improve its balance of foreign trade. At present the Japanese people ho1d a1most 60 mi1ion 
cars for th巴iruse. 
Laga1 and financial arrangements as well as taxation system have supported this remarkable 
developm巴nt，and wherever peop1巴 trav巴1in Japan they find f100d of automobi1es on the well 
pav巴droad. However， as1arger number of cars run especially in metropo1itan areas， peop1e have 
to face various kind of difficu1ties. 
Day and night peop1e suffer from; air pollution causing health damage; traffic congestion 
and waste of oil -noticeab1e economic 10ss; traffic accidents sacrificing more than 11 
thousands human lives every year; 10ss of open green space by constructing parking 10ts. In 
addition to this， as the number of automobi1e running on the street has increased， that of 
passengers using the pub1ic transportation system has decreased. For examp1e from 1970 about 10 
mi1ion cars increas巴din every 5 years and the total number of bus passengers decreased 1 
bi1ion in the same period. This situation has made difficult for financing public trnas-
portatlOn service. 
Poor public transportation s巴rviceforces peop1e to depend on cars more h巴avily.Here comes 
a vicious circ1e. 
Now we must have a n巴w urban policy to encourage public transportation service by 
discouraging or control1ing private cars free running especially in metropo1itan areas. At the 
same time we must reconsider the huge amount of automobi1e re1ated taxation syst巴m(the
expected amount of its revenue in 1994 was more than 4，500 billion yen) which is strictly 
earmarked with the road construction. 
